
 問題１  当事業年 度(×1年 4月 1日～×2年 3月 31日 )に係 る次の〔資料〕に基づ

き、現金過不足を雑益または雑損として処 理する場合 の金額 として正しい

もの を一つ選びな さい。  

 

〔資 料〕  

１． 現金の決算整理前の帳簿残高は 590,000円 である。 

２． 決算に当たり現金の実際有高を調べたと ころ、次の事 実が明らかと な

った。  

(１ ) 手許にある通貨(紙幣および硬貨)は、 日本円が 400,000円、米ド

ルが 1,000ドルであ る。なお、米 ドルは 1ドル＝ 105円で換算して

記帳しているが、決算日における為替相場は 1ド ル＝ 110円であ る。 

(２ ) 通貨のほかに、次のもの を手許に保有 している。  

① 現金として記帳済みのもの  

ａ．得意先Ａ社振 出の額面 30,000円の小切手 (振出日は×2年 3

月 20日 ) 

ｂ．得意先Ｂ社振 出の額面 20,000円の小切手 (振出日は×2年 4

月 2日) 

ｃ．得意先Ｃ社か ら受け取った当社振出の額面 10,000円の小切手

(振出日は×2年 2月 26日) 

ｄ．郵便切手 5,000円 

ｅ．収入印紙 15,000円  

② 未記帳となっているもの 

ａ．株式配当金領 収書 15,000円 

ｂ．公社債の利札 98,000円(このうち、83,000円 は期限が到来し

てい ない。 ) 

 

１． 雑損 10,000円 ２． 雑損  5,000円  ３．0円 

４． 雑益 5,000円  ５． 雑益 10,000円   

 

 



 問題２  次の〔資料 Ⅰ〕～〔資料Ⅲ〕から直接法に基づい て作成した キ ャッ シュ ・

フロー計算書の「営業 活動によるキ ャッシュ・フ ロー」の金額とし て正しい

ものを一つ選びなさい。ただし、受取利息、 受取配当金 および支払利息は、

「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法によるも のと

する。  

 

〔資料Ⅰ〕損益計算書項目 (×4年 1月 1日～×4年 12月 31日 )(単位：千円 ) 

売 上 高  20,000 

売 上 原 価  10,000 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  6,000 

 (人 件 費 3,000)  

 (減 価 償 却 費  500)  

 (そ の 他 の 経 費 2,500)  

受 取利 息及 び受 取 配 当 金  800 

支 払 利 息  650 

…… …  … 

法 人 税 等  1,600 

当 期 純 利 益  ××× 

 

〔資料Ⅱ〕関係す る貸借対照表 項目の一部 (単 位：千円) 

  ×3年 12月 31日   ×4年 12月 31日  

売 上 債 権  1,000  1,500 

棚 卸 資 産  1,200  1,100 

未 収 利 息  100  50 

仕 入 債 務  1,300  1,400 

未 払 給 料  200  300 

未 払 法 人 税 等  600  700 

 

 

 



〔 資 料 Ⅲ 〕 そ の 他  

１ ．〔 資 料 Ⅰ 〕 及 び 〔 資 料 Ⅱ 〕 の ほ か 、 ×4年 度 中 に お け る そ の 他 の 参 考

事 項  

①  有 価 証 券 の 売 却 収 入  800千 円  

②  有 形 固 定 資 産 の 取 得 支 出  1,100千 円  

③  借 入 に よ る 資 金 調 達  2,000千 円  

④  自 己 株 式 の 取 得 支 出  900千 円  

２ ． ×3年 度 決 算 に 係 る 利 益 処 分 (支 払 済 ) 

①  役 員 賞 与  200千 円  

②  配 当 金  1,000千 円  

 

１ ． 3,450千 円  ２ ． 3,050千 円  ３ .3,000千 円  

４ ． 2,800千 円  ５ ． 2,400千 円   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 問題３  次の〔資料Ⅰ〕および〔資料Ⅱ〕に基づき、当期の売上総利益(繰延割賦売

上利益を加減した後の金額)はいくらになるか、正しい金額を一つ選びなさい。

計算過程で端数が生じる場合には、千円未満を四捨五入すること。 

 

〔資料Ⅰ〕 

 決算整理前残高試算表(一部) (単位：千円) 

割 賦 売 掛 金 23,050 繰延割賦売上 利益 4,860 

繰 越 商 品 20,500 一 般 売 上 135,150 

仕 入 148,800 割 賦 売 上 77,820 

  仕 入 戻 し 1,600 

 

〔資料Ⅱ〕 

１．当社は割賦販売を前期から始めた。割賦販売は回収基準を採用しているが、

商品の引渡時点で売上を計上し、期末に未実現利益を繰り延べている。割賦

販売価 格は年度ご とに 決めて いる 。当期の 割賦 販売価 格は 一般 販売価 格の

20％増しとした。 

２．割賦売掛金期首残高は 13,500千円であり、そのうち 10,750千円を当期中

に回収した。 

３．当期割賦売上高のうち 57,520千円を回収した。 

４．前期割賦売上高のうち 1,500千円が当期に回収不能となり商品を取り戻し

ていたが、その会計処理を期中に行っていなかった。なお、この戻り商品の

評価額は 700千円であり、販売することを予定している。 

５．期末商品棚卸高(戻り商品を含む。)は 24,400千円である。 

 

１．64,720千円 ２．65,150千円 ３．65,260千円 

４．65,532千円 ５．68,970千円  

 

 

 

 



 問題４  次の〔資料〕は、所有権移転外ファイナンス・リース取引(リース物件の所

有権が借手に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引)

の借手側企業が、これを賃貸借取引として会計処理したことに関連して、連

結財務諸表に記載している注記情報である。 

賃貸借取引 とし ての会 計処 理に 代えて、売買取引と して 処理し た場 合の

(Ａ)連結損益計算書の当期純利益の増減額、および(Ｂ)連結貸借対照表の純

資産の増減額の組み合わせとして、正しいものを一つを選びなさい。 

 

〔資 料〕 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相

当額 

資産の種類 
取得価額相当額

(千円) 
減価償却累計額
相当額 (千円) 

期末残高相当額   
(千円) 

(内訳省略) …… …… …… 

合 計 489,974 235,294 254,680 

２．未経過リース料期末残高相当額 

一 年 以 内 47,194千円 

一 年 超 217,939 

合 計 265,133千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 

支 払 リ ー ス 料 55,541千円 

減価償却費相 当額 47,376千円 

支 払 利 息 相 当 額 5,871千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

５．利息相当額の算定方法 

  リ ース料総額 とリー ス物 件の取 得価額 相当 額との 差額 を利息 相当 額 と

し、各期への配分方法については利息法によっている。 

 

 

 



 (Ａ) (Ｂ) 

１． 10,453千円の増加 2,294千円の増加 

２． 10,453千円の増加 10,453千円の減少 

３． 10,453千円の減少 2,294千円の増加 

４． 2,294千円の増加 2,294千円の増加 

５． 2,294千円の増加 10,453千円の減少 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 問題５  次の各取引の仕訳について、正しいものには○、誤っているものには×を

付すとき、正しい組み合わせを一つ選びなさい。 

 

ア．以前に取得していた自己株式 500株(1株当たりの取得価額 35,000円、取得に要

した付随費用 500,000円)を新株発行の手続を準用して 1株につき 33,000円の価額

で処分し、手取金は当座預金とした。 

(借方) 当 座 預 金 16,500,000 (貸方) 自 己 株 式 18,000,000 

 自己 株式処分差損 1,500,000    

イ．以前に発行した新株予約権(発行価額 50,000,000円、権利行使価額 300,000,000円)

のうち、その 60％について権利が行使されたので、新株 4,500株および自己株式 500株

(1株当たりの帳簿価額 40,000円)を交付し、権利行使に伴う払込金は当座預金とした。

なお、新株の発行価額および自己株式処分の対価は、新株予約権の発行価額と権利行使

に伴う払込金の合計額として会計処理を行う。また、資本組入れの金額は商法が認める

最低限度額とする。 

(借方) 当 座 預 金 180,000,000 (貸方) 資 本 金 94,500,000 

 新 株 予 約 権 30,000,000  資 本 準 備 金 94,500,000 

    自 己 株 式 20,000,000 

    自己株式処分差益 1,000,000 

ウ．決算に当たり、当社の資本の勘定は次のとおりであった。自己株式処分差損について

適切な処理を行う。 

資 本 金 500,000,000 資 本 準 備 金 20,000,000 

資 本 金 及 び 資 本 
準 備 金 減 少 差 益 1,000,000 自 己 株 式 処 分 差 益 2,500,000 

利 益 準 備 金 80,000,000 任 意 積 立 金 (合 計 額 ) 12,000,000 

未 処 分 利 益 6,000,000 その他有価証券評価差額金 2,000,000 

自 己 株 式 処 分 差 損 3,000,000 自 己 株 式 5,000,000 

 

(借方) 自己株式処分差益 2,500,000 (貸方) 自己株式処分差損 3,000,000 

 未 処 分 利 益 500,000    



エ ． 当 社 は Ａ 社 の 発 行 済 株 式 総 数 (300,000株 )の 30％ を 所 有 し て い る が 、 残

り の 70％ の 株 式 も 取 得 し て Ａ 社 を 完 全 子 会 社 と す る た め に 、Ａ 社 と 株 式 交

換 を 行 っ た 。 株 式 交 換 に 当 た っ て 、 当 社 は Ａ 社 の 株 主 (当 社 自 身 は 除 く 。 )

に 対 し て 新 株 65,000株 お よ び 代 用 自 己 株 式 5,000株 (1株 当 た り の 帳 簿 価

額 50,000円 )を 交 付 す る と と も に 、 Ａ 社 株 式 1株 に つ き 500円 の 交 付 金 を

小 切 手 を 振 り 出 し て 支 払 っ た 。 株 式 交 換 直 前 に お け る Ａ 社 の 貸 借 対 照 表 は

次 の と お り で あ り 、 株 式 交 換 に よ り 取 得 す る Ａ 社 株 式 は こ の 貸 借 対 照 表 の

金 額 に よ り 評 価 す る 。 な お 、 商 法 が 定 め る 資 本 金 増 加 の 上 限 額 の う ち 新 株

1株 に つ き 40,000円 を 資 本 に 組 み 入 れ る も の と す る 。  

  貸 借 対 照 表  (単 位 ： 円 ) 

諸 資 産  6,500,000,000 諸 負 債  1,200,000,000 

  資 本 金  3,000,000,000 

  資 本 剰 余 金  1,500,000,000 

 

  利 益 剰 余 金  800,000,000 

  6,500,000,000   6,500,000,000 

 

(借方) Ａ 社 株 式 3,710,000,000 (貸方) 当 座 預 金 105,000,000 

    資 本 金 2,600,000,000 

    資 本 準 備 金 755,000,000 

    自 己 株 式 250,000,000 

 

オ ． 定 時 株 主 総 会 に お い て 、 総 額 10,000,000円 の 利 益 配 当 を 行 う こ と に な り 、

そ の 配 当 原 資 の 90％ は 当 期 未 処 分 利 益 の 処 分 に よ り 、ま た 残 り の 10％ は 自 己

株 式 処 分 差 益 の 処 分 に よ る も の と 決 定 し た 。当 社 の 資 本 金 は 500,000,000円 、

資 本 準 備 金 は 3,000,000円 、 自 己 株 式 処 分 差 益 は 1,500,000円 、 利 益 準 備 金

は 5,000,000円 、当 期 未 処 分 利 益 は 18,000,000円 で あ る 。な お 、利 益 配 当 に

伴 う 利 益 準 備 金 の 積 立 額 は 商 法 が 定 め る 最 低 限 度 額 と し 、 資 本 剰 余 金 と 利 益

剰 余 金 の 混 同 の 禁 止 と い う 基 本 原 則 を 尊 重 し て 会 計 処 理 を 行 う も の と す る 。  

(借 方 ) 
自 己 株 式 
処 分 差 益 1,100,000 (貸 方 ) 未 払 配 当 金 10,000,000 

 未 処 分 利 益 9,900,000  利 益 準 備 金 1,000,000 



１ ．  ア  ○  イ  × ウ  × エ  ○  オ  ○  

２ ．  ア  × イ  ○  ウ  ○  エ  × オ  × 

３ ．  ア  ○  イ  × ウ  ○  エ  ○  オ  ○  

４ ．  ア  × イ  ○  ウ  × エ  ○  オ  × 

５ ．  ア  ○  イ  ○  ウ  ○  エ  × オ  ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 問題６  次の〔資 料Ⅰ〕および 〔資料Ⅱ〕 に基づき、当 事業年度 (×1年 4月 1日

～×2年 3月 31日)の減価償却費は いくらになるか、正しい金額を一つ 選び

なさい。計算過程で端数が生じ る場合には、 千円未満を四捨五入すること。 

 

〔資料Ⅰ〕  

 決算 整理前残高試 算表 (一部) (単位 ：千円 ) 

建 物 400,000 建 物 減 価 償 却 累 計 額 270,000 

車 両 運 搬 具 7,500 備 品 減 価 償 却 累 計 額 18,500 

備 品 32,000   

修 繕 費 60,000   

 

〔資料Ⅱ〕  

１． 各有形固定 資産の減価償 却等に関するデータは次のとおりである 。な

お、残存価額は取得原価の 10％ である。  

 取 得 原 価 耐 用 年 数 
当期 首まで  
の経 過年数  償 却 法 

定 率 法 の 
償 却 率 記 帳 法 

建 物 400,000千円 20年  15年 0か月 定額 法 ― 間接法  

車 両 運 搬 具 （  ）千円  6年 3年 0か月  級数 法 ― 直接法  

備 品 32,000千円  8年 3年 0か月  定率 法 年 0.250 間接法  

２．建物について、当期首に大規模な改修を行い、60,000千円を小切手を振り

出して支払っている。なお、支払額は全額を修繕費として処理している。改

修の結果、耐用年数が 10年延長し(これに対応する部分を資本的支出とす

る。)、当期首からの使用可能期間は 15年となった。資本的支出部分につい

てもその 10％を残存価額とする。 

３．備品の償却法については、当期から定額法に変更することにした。なお、

過年度の損益修正は行わない。 

 

１． 8,960千円 ２． 13,160千円 ３． 13,530千円 

４． 13,800千円 ５． 14,360千円   

 

 



 問題７  Ｐ社は、関連会社であるＡ社に持分法を適用している。次の〔資料〕に基

づいて、Ｐ社の当期末(×2年 3月 31日)における、Ａ社株式の持分法による

評価額として正しいものを一つ選びなさい。決算日はＰ社およびＡ社ともに

3月 31日である。なお、Ｐ社はＡ社株式を売却する予定はなく、税効果会計

を適用する旨の指示がある場合の法人税等の実効税率は 40％とする。 

 

〔資料〕  

１．Ｐ社は、前 期末 (×1年 3月 31日 )に、Ａ社の発行済株式の 20％を 1,550

千円で取得し関連会社とした。取得時にお けるＡ社の 貸借対 照表は、次の

とお りであった。  

 貸 借 対 照 表 (単位 ：千円 ) 

諸 資 産  15,000 諸 負 債  8,000 

  資 本 金  4,000 

  資 本 剰 余 金  1,000 

 

  利 益 剰 余 金  2,000 

  15,000   15,000 

(注１ ) 諸資産の うち土地の簿 価は 2,200千円、時価は 2,700千円であ

った 。そ の 他の 資産 および 負債につい ては、 簿価 と 時価 との 間に

乖離 は認 め られ なかった。 土地の評価 差額に つい て は税 効果 会計

を適 用する。  

(注２ ) 連結調整勘定相当額に ついては、当期から 10年にわたって 毎期

均等 額ずつ償却す る。  

２．Ａ社の当期 (×1年 4月 1日～×2年 3月 31日 )における当 期純利益は 800

千円 であった。なお、Ａ社は当期において利 益処分を実施 しなかった。  

３．Ａ社は、当期よりＰ社に対し商品の販売を開始し、 Ｐ社に対す る当期中

の売 上高は 3,400千円であった。このうち 250千円がＰ社 の期末商品棚 卸

高 に 含 ま れ て い る 。 Ａ 社 の Ｐ 社 に 対 する 商 品 販 売 に 係 る 売 上 総 利 益 率 は

30％ である。未実現利益は、それが含まれて いるＰ社の 資産の額に加減し、

税効 果会計を適用するものとする。 

 

１． 1,656千円  ２． 1,695千円  ３． 1,701千円  

４． 1,707千円  ５． 1,725千円   

 

 



 問題８  Ｔ社は決 算準備のため 、決算１か 月前の×4年 2月末日を基準日として、

得意先Ｎ社に 対する 売掛金残高の確認を行 った。下記 の〔資料Ⅰ〕および

〔資料Ⅱ〕に基づいて、次の (Ａ )と (Ｂ )の 組み合わせとして正しいものを

一つ 選びなさい。  

 

(Ａ ) ×4年 3月末日におけるＴ社のＮ社に 対する正しい売掛金残高  

(Ｂ ) ×4年 2月末日におけるＮ社のＴ社に対する買掛金 帳簿残高 (買掛 金の

残高としてＮ社の帳簿に記載さ れている金額 )の推定額 

 

〔資料Ⅰ〕  

１． 参考事項 

(１ ) ×4年 2月末日におけるＴ社のＮ社に 対する帳簿上 の売掛金残高 は

123,000千 円であ った。  

(２ ) Ｔ社では商 品発送のつど 、売掛金を相 手勘定として 出荷基準で売 上

計上し、Ｎ社では 商品到着後、検収の完了をもって買掛金 を相手勘定

として仕入計上を 行うこととし ている。 

(３ ) 売上代金は 毎月 25日締め の請求、翌月末支払いの 条件である。  

×4年 2月 25日締めの Ｔ社のＮ社に対する請求金額は 108,000千

円で、この 金額につきＮ 社から 8,000千円の値引要請が出ているが交

渉中である。なお、×4年 1月請求額は 2月末 日までに全 額回収済で

あった。  

２． 確認の結果判 明した事項  

(１ ) Ｔ社側の判 明事項  

①  売上 計上洩れ  4,000千 円 ②  売上 返品処理洩れ  2,000千 円 

③  売上 の重複計上  3,000千 円    

(２ ) Ｎ社側の判 明事項  

① 検収 未了品 3,000千 円 ②  未到 着の商品  1,000千 円 

③ 仕入 の重複計上  3,000千 円    

 

 



 

〔資料Ⅱ〕  

×4年 3月中のＴ 社とＮ社の間 の取引内容は次のとおりであった。なお、

2月末日を基準日として実施した確 認結果の 修正事項等は両者共 3月中に

適切 に処理されている。  

① Ｔ社からＮ社 への商品発送総額は 126,000千円で、うち 2,000千円は

3月末 現在Ｎ社に 未到着であっ た。  

② Ｎ社からＴ社 への返品額は 3,000千円であった。  

③ 〔 資料Ⅰ〕1の(3)の値引要請額 については 50％だけ承認し、値引承認

後の金額が条件どおり入金され た。 

 

 (Ａ ) (Ｂ) 

１． 129,000千 円 115,000千円  

２． 135,000千 円 119,000千円  

３． 137,000千 円 121,000千円  

４． 139,000千 円 122,000千円  

５． 141,000千 円 124,000千円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 問題９  期末の貸 借対照表が次 のとおりで あり、役員賞 与の支払が 550千円だけ

予定されているとき、商法の規定に基づき 、株主総会 の決議 を経て、現金

配当として株主に分配することができる上 限額はいく らか、 正しい金額を

一つ 選びなさい。  

 貸 借 対 照 表 (単位 ：千円 ) 

資産 の部     資 産 合 計 200,000 

負債 の部     負 債 合 計 123,000 

資本 の部       

Ⅰ 資本金   30,800    

Ⅱ 資本剰余金      

 １ 資本準備金  550     

 ２ その他資本剰余金 110 660    

Ⅲ 利益剰余金      

 １ 利益準備金  1,650     

 ２ 任意積立金  7,700     

 ３ 当期未処分利益  26,290 35,640    

Ⅳ 土地再評価差額金  9,350    

Ⅴ 株式等評価差額金  3,300    

Ⅵ 自己株式   △2,750    

資 本 合 計  77,000 

負 債 及 び 資 本 合 計  200,000 

(注 １ ) 資 産 に は 、 開 業 費 ・ 研 究 費 ・ 開 発 費 が 合 計 2,000千 円 だ け 含 ま れ て

い る 。  

(注 ２ ) 当 期 未 処 分 利 益 に は 、 売 買 目 的 有 価 証 券 の 時 価 評 価 に よ る 利 益 が

1,100千 円 だ け 含 ま れ て い る 。  

 

１ ． 26,950千 円  ２ ． 27,500千 円  ３ ． 27,950千 円  

４ ． 29,450千 円  ５ ． 30,450千 円   

 

 



 問題１０  Ｓ社は、×0年 4月 1日に当社の 100％出資により設立された在外子会社

であり、現在、第 3期(×2年 4月 1日～×3年 3月 31日)の期末を迎える

に至っている。次の〔資料Ⅰ〕～〔資料Ⅴ〕に基づいて、Ｓ社財務諸表の

円換算後の為替換算調整勘定として、資本の部で控除されることになる金

額はいくらになるか、正しいものを一つ選びなさい。 

 

〔資料Ⅰ〕 設立時から第 2期末までのＳ社の資本の部の推移(単位：千ドル)

は次のとおりである。 

 
×0年 4月 1日 
(設立時) 

 ×1年 3月 31日 
(第 1期末) 

 ×2年 3月 31日 
(第 2期末) 

資 本 金 10,000  10,000  10,000 

利 益 剰 余 金 0  500  1,400 

 

〔資料Ⅱ〕 当期末のＳ社の貸借対照表は、次のとおりである。 

 貸 借 対 照 表 (単位：千ドル) 

現 金 預 金 1,000 買 掛 金 4,400 

売 掛 金 3,500 短 期 借 入 金 4,100 

商 品 2,400 資 本 金 10,000 

固 定 資 産 15,500 利 益 剰 余 金 3,900 

 22,400  22,400 

 

〔資料Ⅲ〕 当期におけるＳ社の利益剰余金の増減を、剰余金計算書の様式で

示すと、次のとおりである。 

 剰 余 金 計 算 書 (単位：千ドル) 

配 当 金 500 利益 剰余金期首残高 1,400 

利益剰余金期 末残高 3,900 当 期 純 利 益 3,000 

 4,400  4,400 

 

 

 

 



 

〔資料Ⅳ〕 

１．費用および収益の換算は、期中平均為替相場によっている。 

２．Ｓ社の利益処分は、当期中に行われたものが初めてである。なお、Ｓ社

設立時の出資および当期に受け取った配当金を除き、当社とＳ社との取引

はない。 

 

〔資料Ⅴ〕 

１． Ｓ社設立時の為替相場  1ドル＝125円   

２． 各期の為替相場  期中平均為替相場  決算時の為替相場 

 
第１期 

(×0年 4月 1日  
～×1年 3月 31日) 1ドル＝124円  1ドル＝122円 

 
第２期 

(×1年 4月 1日  
～×2年 3月 31日) 1ドル＝118円  1ドル＝115円 

 
第３期 

(×2年 4月 1日  
～×3年 3月 31日) 1ドル＝113円  1ドル＝109円 

３． 配当確定時の為替相場  1ドル＝110円   

 

１． 27,100千円 ２． 167,900千円 ３． 173,600千円 

４． 178,400千円 ５． 187,100千円   

 


